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1 .はじめに
近年，住宅に加えショッピングモール等商業施
設の郊外化の進展は中心市街地の衰退に拍車をか
けている.スプロール化を防ぎ環境に配慮したコ
ンパクトなまちづくりを進める上で，これまで社
会資本を整備してきた既成市街地の有効活用は重
要課題のひとつである.大艦な人口増加が見込め
ない現在，環境負荷の大きい郊外での低密度な開
発は慎重にすべきであろう.特に，行政区域を越
えて土地，河川，湿地，海岸線等が混在し，地理
的に開発条件の制約がある低平地では，都市部の
再生が地域の発展と環境保全の両立のカギを握っ
ていると考えられる.
都市政策が行政主導のインフラ整備から住民の
意向を汲んだまちづくりへ展開しつつある現在，
行政組織より小規模かっ特定の地区に根ざした小
回りの利く第3組織が益々必要となっている.
1998年の中心市街地活性化法の成立を契機にタウ
ンマネージメント機関 (TMO)設立されたが，
2001年7月には全国で2番目に認定された(槻まち
づくり佐賀がTMOとして初めて破綻した.今一
度， TMOの役割，組織運営，財源確保，人材起
用等を再検討する必要があると思われる.
本稿ではこのような認識のもと，中心市街地活
性化組織BusinessImprovement District (BID)や
大学が積極的にまちづくりに関わっているアメリ
カの事例を紹介する.非営利組織が行政の捕完的
役割を担うことにより地域の発展に寄与しており，
日本での地方分権時代のまちづくりのあり方とし
て学ぶべき点が多い.そこで， BIDの成立過程，
組織構成についてまとめたよで，フィラデルフイ
ア市の CenterCity District (CCD) を例に，より
機能的な組織運営と効率的な活動のあり方を探り，
今後のTMOの設立及び運営のための知見を得る
ことを目的とする.
2.アメリカにおける BID
1950年代以降，アメリカでは高速道路網の整備，
産業構造の変化等に伴い，郊外におけるニュータ
ウン，ショッピングモールの建設，さらにオフィ
スの移転が進行した.都心から郊外への人口流出
により，中心市街地では空き家，空きピルが増加
し，その経済的地位，活力は著しく低下した.歩
道にはゴミが散乱し，落書きは放置され，街並み
は著しく荒廃した.このような状況は治安に対す
る人々の不安感を煉り，人々を都市から遠ざける
結果となった.
危機感を抱いた都心部では民間からの賦課金に
よる中心市街地再活性化のための非営利組織を模
索しはじめ，その一環として BIDが設立された.
1965年にカナダのトロントでアイデイアが生まれ，
その10年後にはニューオ 1)ンズで，アメリカでは
じめての BIDが誕生した.地域によりその目的，
役割は異なるものの，現在，アメリカの1，000を
越える市町でBIDが設立されている.
BIDの主な業務は以下の通りである.
a)歩道清措等の公共空間の維持管理
b)警備・道案内等を行うコミュニテイサーピス
職員の配備及び防犯機具の購入・設置
c)地匿の宣伝活動，案内標識の設置
d)市勢レポートの作成及び¥ピジネス誘致・拡
張を促すための財政支援策の提供
e)駐車場及び都市交通の運営管理
f)アーパンデザイン・ガイドラインの改良
g)ホームレスの援助活動，職業訓練プログラム
h)街灯，街路樹，植栽等公共インフラの改善
i )将来へ向けた市帯地の戦略的ピジョンの策定
3. BIDの法的要件
BIDとは，資産所有者や小売業者等による商
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業-業務地区の活性化を図る運営，資金調達機構
である.BID は，ナトlや市の法律に基づき，地匹内
の再活性業務を行うため，資産所有者や高窟主か
らそれぞれの不動産評舗に基づく賦課金を徴収す
る権限をもっ.BIDの設立には，州や市の法律に
より，地区内資産所有者の一定数以上の同意が必
要であるが，一旦地区がBIDとして認められる
と，地区内のすべての資産所有者は， BIDへの賦
課金を収める義務を負う.一般に賦課金は，資産
髄値や BIDによる便益の還元額査定に基づいて
設定される.BIDの多くは，財政的に政府から独
立した自治組織である.
BIDは賦課金の額に応じた便益を各資産所有者
もしくは商店主に還元しなくてはならない.目的
や受益者がはっきりしているため，民間型の運営
形態を取ることができ，政府によるものよりも効
率が良い.一般的に年間予算が$40，OOO~ 
$ 250， 000 (約520~3 ，250万円:$ 1 =130円)の
小規模BIDは小売蕗庖に絞ったサービスを行う
ことが多く，年間予算が$1，000，000 (約1.3億円)
を超える大規模BIDは公共空間の維持管理や清
指，治安維持，街路・都市景観の向上等も行なっ
ている.BIDの活動内容，権限についても，各州
毎に異なる法律が設けられている.以下， BIDの
設立用件と費用分担についての取り決めについて
述べる.
( 1 )設立用件
(i)賛成票によるもの
最も一般的なもので，予定される BID内資産
所有者の一定数以上の賛成票により成立する方式
である.インデイアナ，ユタ，ワイオミング，ジョー
ジアの各州では予定BID区域内の総評価額の
75%以上を占める過半数の資産所有者の賛成が，
ミシシッピ州では70%の資産所有者の賛成が，テ
ネシー ナ1'では総評価額の 2/3以上を占める過半
数の資産所有者の賛成が，それぞれ必要とされる.
( i )反対票によるもの
賛成票によるものとは逆に，十分な反対票がな
い限り， BIDの設立が合法化されるというもので，
BIDの設立がより容易になる.ペンシルベニア州
では， 1/3以上の資産所有者，もしくは総評価
額の 1/3以上を占める資産所有者の反対が，
ニューヨーク州では51%以上の資産所有者，もし
くは総評価額の51%以上を占める資産所有者の反
対が， BIDの設立を棄却するために必要となる.
( 2 )費用分担
BIDが各資産所有者に割り当てる賦課金は，財
産税に対する割合 (5%が一般的)で定められて
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いることが多いが，その算定方法は州によって異
なる.立地や用途によって，賦課金額を分けてい
る自治f本もある.ニュージャージーナ1'プランス
ヴイツクでは，土地を用途目的によって4つのク
ラスに分類し，それぞれ別の賦課率を定めている.
A(6%):1階に銀行や商庖レストラン等を含む
もの
B (4 %) :賃貸用オフィススペースのみ
C (3 %) :ホテルを含むもの
D (2 %) :オフィス用途を一切含まないもの
このようなクラス分けがなされれば，用途の違
いにより受ける便益の差をある程度反映すること
ができる.しかしながら，このような制度を採用
している州は少ない.このような段暗的な賦課金
制度をペンシルベニア州法では認めていないが，
法律の定めがなくても賦課率は均一で、あることが
一般的である.
資産所有者とテナント間の意見の棺違も大きな
問題である.一般的に資産所有者は，長期的な資
産価値上昇のための費用負担に賛成であるが，テ
ナント側はそのような費用分担をしばしば拒む.
また，小規模BIDにとっては，賦課金徴収のた
めのコストは相当な負担である.そのような BID
では，高い賦課率を定めざるを得ない.年間予算
$ 80， 000 (約1，040万円)のペンシルベニアナ1'マ
ニヨンクでは10%を設定している.
4. BIDの組織運営
アメリカにおける BID等中心市街地の活性化
を目的とした自体の多くが加盟している国際ダウ
ンタウン協会 (InternationalDowntown Association: 
IDA) によると，加盟国体所在都市の人口，加盟
団体の予算規模による内訳は表-1及び表-2の
ようである.
加盟国体所在都市の人口規模に関して， 30万人
超の都市が全体の 1/4を占めている.予算規模
に関しては， 8割の団体が$50， 000 (約6，500万
円)以下の予算で運営されている.
表-3はIDAによる加盟国体の最高責任者に
対するアンケート調査(回答数148団体，回収率
32%)])の結果である. I最高責任者の年齢J，I所
在都市の人口J，I予算規模jの範囲にはかなりの
開きがある.最高責任者の性別は男性54%，女性
46%であり，人口・予算規模の大きい団体の最高
責任者は女性よりも男性である傾向がある.
表-4は予算規模と常勤職員数との関係を示し
ている.常勤職員数は加盟国体所在都市の人口競
模よりも予算規模により密接に関連していると考
えられる.また，大都市には複数のBIDが存在
していることが珍しくなく，事業目的によって必
要とする運営費，常勤・非常勤の職員数も異なる.
人件費は平均で予算全体の約4割を占めている.
主な職種と年収の関係は表-5に示す通りであ
る.最高責任者の年収はBID所在都市の人口，
予算規模に比例して高くなるが，その他の職種に
ついては必ずしもそうではない.その要因は，給
与格差は借入の実務経験・能力によるところが大
きいためと考えられる.最高責任者の中には，
収が$250， 000 (約3，250万円)に達する者もいる.
アメリカでは， NPOが十分生計を立てられる職
業として成り立っていることがわかる.これは，
TMO等まちづくり組織を社会システムの中で機
能させるために我々が最も考慮しなければならな
い点ではないだろうか.
アンケート結果によると，現在， BIDが直面し
ている共通の課題は「運営継続と特定プロジ、ェク
トの遂行J，rアーパンデザインの質及び公共ス
ペース管理の改善J，r都市交通の利便性の向上j
である.人口15万人以下の都市と予算規模が
$ 250， 000 (約3，250万円)以下のBIDでは「コ
ミュニティー内の商業施設多様化の促進Jが，都
市の人口・予算規模が大きくなるについて「都心
岩住の促進」が主要な課題となっている.
5.フィラデルフィア市
Center City District (CCD) 
フイラデルフィア市は，人口152万人(2000年)
の全米第5の都市であり，吉くは独立宣言の舞台
となったアメリカ合衆国建国の地である.人口約
600万人を有する第5の大都市閣の中核都市でも
ある.20世紀前半は工業都市として発展したが，
住宅の郊外化，産業構造の変化に伴う人口流出に
より，過去30年間で、人口の 1/4を失った.ダウ
ンタウンの衰退が著しい典型的なアメリカの都市
である.今日，ダウンタウンには， 20万人が鈎き，
中心部から徒歩20分圏内に 7万人が居住し，年間
820万人の観光者が訪れている.
Center City District (CCD)は1990年，フィラデ
ルフイアが居住，ピジネス，ショッピング，観光
に関して他都市と競い合っていくために，その中
心であるセンターシティ(フィラデルフィア市の
ダウンタウン)がきれいで，安全で，魅力的な告
に生まれ変わることを目的として設立された.
CCDはダウンタウンの約3/4にあたる東西2.4
表-1 所在都市の人口(人)
人口規模 上ヒ 寸法ーて
話50，000人 36% 
50， 001 ~ 150，000人 25% 
150， 001~300 ， 000人 15% 
300 ， 001~750 ， 000人 17% 
註750，001人 7% 
ぷ口〉 言十 100% 
出典 1999Chief Executive Officers Survey 
表-2 予算規模
予算規模 上七 設ー「さ
三五 $ 250， 000 64% 
$250，001 ~事 500， 000 16% 
事500，001 ~ $ 750， 000 5% 
$ 750， 001 ~ $1，500，000 8% 
ミ1，500，001 7 CJf
合計 100% 
出典 1999Chief Executive 0節目rsSurvey 
表-3 IDA加盟団体に憶する属性
属 性 i 中央債 l 範 囲
最高賞任者の年齢| 何歳 28~η歳
所定者附の人口 I1釘，119人 I 1， 957 ~ 7，000，000人
予算規模 I $ 400， 000 I $13， OOO~ 事 7 ， 400 ， 000
出典:1999 Chief Executive 0侃cersSurvey 
表 4 予算規模と常勤職員数
予算規模 常勤職員数の中央値
=五$250， 000 2人
$ 250， 001 ~ $ 500，000 3人
$ 500， 001 ~ $ 750， 000 4人
$ 750， 001 ~ $ 1， 500， 000 7人
孟1，500，001 16人
ノゴ、二、 体 3人
H.i典 1999Chief Executive 0仔icersSu円ey
表 5 職種と年収
1設 種 年収の中央催
耳同Z 角 主雪 f壬 者 $ 62， 250 
最高責任者代理 事53，550
プ フ ン ン グ $ 41， 000 
マーケテイング $ 38， 000 
司。1マ王 耳1 $ 35， 576 
プロモー ション・イベント $ 33， 000 
，ノSι三 イ寸 係 $ 21， 000 
l:B典 1999Chief Executive Officers Survey 
km，南北1.2kmの区域を管轄している.
CCDは1956年に地元企業家によって設立され
たCentral Philadelphia Development Corporation 
(CPDC)を母体としている.CPDCはフイラデ
ルフイア市のダウンタウンを職住遊の中心として
活性化することを目的とした非営利組織で，日本
の寵工会議所に近い存在であると考えられる.
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サーピスや街並み整備のためのアーパンデザイン
等が有効な業務となるであろう.
( 1 ) CCDの成果と今後の展開
CCDの調査によると， 1995年から1999年の4
年間で「ほとんどの時間帯またはいつでも安全だ
と感じている人」の割合は59%から77%に上昇し
た.一方， I時折危験を感じる人Jの割合は26%
から17%に， Iよく危険を感じる人Jの割合は10%
から 4%に減少した.また，街の雰囲気に関して
「改善されたというAJは1993年の63%から1999
年の87%に増加し， I悪化したという人」は 6%
から 1%に激減した.これは CCDが取り組んで
いる治安維持活動や街並みの美化活動の大きな成
果の一つである.
図-3 1999年度予算の収入源
出』江:The Newsletter of the Center City District and Central Philadel句
phia Development Corporation (2000年春)
22% 
関一 4 1999年度予算の支出先
i出!l与:The Newsletter of the Center City District and Central Philadel-
phia Development Corporation (2∞0年春)
清掃
36% 
資産所有者
CCDの組織構成
街路E装備
5% 
評議委員会
率事業収入
12% 
2 
地元会業
凶
マー ケティ
ング・研究
11% 
利息返済
16% 
ホテル
10% 
1998年時点で86の企業がCPDCに加盟している.
職員 4名は CCD内で業務に当たっている.
CCDは2，109人(1999年)の資産所有者から財
産税の 5%を賦課金として徴収し，それを資金と
して活動している.地底内の主な資産所有者，企
業家，労働者，教育・文化・医療機関，住民代表
者ら23名からなる評議委員会がCCDの管理に当
たっている.表-6はその組織概要を，表 7は
出資額の内訳を，図-3，毘 4はそれぞれ，
1999年度の予算収入源および支出先を示している.
CCDはかなり予算規模が大きな BIDで， I清
掃Jと「治安維持jで支出の6割近くを占めてい
る.日本ではアメリカほど治安維持に配慮する必
要がないとすれば，市指地活性化を意図したTMO
の役割は，地域性を把握し，活かすための fマー
ケティング・研究活動Jに重点がおかれるであろ
う.商屈指のみならず中心市街地全体を包括する
組織にするためには，高齢社会に却した福祉関連
設 立 1990年
1999年度予算 $ 1，050，000 
業務職員 20人(内4人は CPDCが緩用)
コミュニティサー ピス(CSR)職員 441. 
街路j前帝員 100人以J二
よ佼15資産所有者で35%を負担
$ 214， 726 平均額
上位200資産所表者で88%を負担
$40，672 王子均額
最高額 $400，296 
最低額 $10 
住宅地平均 $149 
出ょJ4.: The Newsletter of the Center City District and Central Philadelphia 
Development Corporation (2000年選手)
フィラデルフィア市ダウンタウン及びCCD管轄
区域(図中白線枠内)
1999年度資産所有者2，109名の CCDへの出資額
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図-1
また，治安維持活動と共に地域調査・研究活動
は産業を誘致するための環境整備に大きく貢献し
ている.ここ10年間，フイラデルフィア市が推進
している rThePlace That Loves You BackJキャン
ベーンの下，コンペンションセンターをはじめ，
ホテル，レストラン，エンタ…テイメント等ホス
ピタリティインダストリーは着実に発展してきて
いる.2000年に大統領選の共和党大会を契機に6
つのホテルが開業し， 2001年には新しい芸術文化
ホールが完成した.さらに今後は，既存のサービス
の充実とサーピス対象地域の拡大を模索中である.
(2) CCDの役割
( i )雇用創出機関としての役割
アメリカにおける BIDの特長は，常勤かつ専
門的なスタッフが業務に当たっていることである.
例えば， CCDの職員20名のほとんどが大学卒以
上であり，内 6名が大学院修士課程で建築，都市
計画，ランドスケープ・ア…キテクチャー，ビジ
ネス，法律学等を専攻しており，所長は歴史学の
博士号を取得している.人員構成から CCDは，
業務にある積度精通した専門家集団であることが
分かる.調査・研究・計画に関するポジションに
は大学新卒者が就くことはまれで，大学院卒また
は数年の実務経験者が採用されている.
日本では， TMOの運営をボランテイアで賄う
という意見も聞かれるが，公共の利益に直結する
まちづくりに携わる仕事に対する責任を明確にす
るためにも，それなりの報酬は必要で、あると考え
る.ボランテイアは善意かつ無報酬という性格上，
勤務時間や仕事の質に関して問題を含んでいる.
常勤ポストが確立した上で適宜ボ、ランティアを有
効利用することが理想的で、ある.
( i )地域研究機関としての役割
CCDは，中心市街地における産業ニッチを探
ることを呂的とした，基礎的調査・研究も行って
おり，ローカル・シンクタンク的役割を果たして
いる.例えば，対象地域内の産業動向を把握する
ため，年に2回，高業及び空きテナントに関する
調査を行っている.これと併せ，人出に関する定
点観測も実施している.さらに，人々の治安に関
する意識調査，ダウンタウンにおける就業者の消
費行動に関するアンケ…ト調査，市が促進してい
るホスピタリティインダストリーに関する調査・
研究も行なっている.これらの成果は毎年レポー
トとして発行され，ピジネス誘致の資料として活
用されている.また，訪問者・観光者への案内標
識の設置，街路樹整備を初めとする街並みの
画・デザインも行っている.
( ii)地域情報発信機関としての役割
CCDは対象地域に関する調査・研究成果のレ
ポートをはじめとする出版・広報活動を行ってい
る.ダウンタウンのイメージアップ戦略として，
対郊外の比較広告を実施しており，地元紙等マス
コミの取材も多く受けている.これら活動内容に
関する情報を発信することにより， CCDに対す
る市民の認知，理解を得る努力をしている.また，
新しい事業展開を模索している地域外の企業や都
心居住を考えている人々に対し，ダウンタウンの
良さを宣伝する機会にもなっている.
情報化社会においては，マスメディアを有効活
用することが重要である.市民の支持を得るため
にも，マーケテイング・プロモーション戦略は
TMO発展のための大きな柱のひとつになるであ
ろう.地元紙，地元テレピ局がある地方都市はこ
の点で有利である.
(iv)パートナーシッフ。の確立
大学との連携:所長はCCDの業務の傍ら，講
師として地元のペンシルベニア大学大学院都市計
画学科で、教鞭を執っている.授業では実際に進行
しているプロジェクトを漬習教材としており，
はより具体的かっ現実的な事例に直接触れるこ
とができ， CCDは学生からの新しいアイディア
を期待することができる.また，インターンシッ
プはリクルート及び人件費削減の有効な手段と
なっている.
市行政との協力関係:CCDは行政から独立し
た非営利組織であるが，プロジェクトによっては
適宜，非公式に市行政側と協力している.CCD 
独自の調査・研究成果は市白書にも引用されてい
る.清掃，街路整備等，行政による基本的な公共
サーピスを捕完する役割を担っている.
警察との協力関係:公共安全のため警察業務の
補完役として，制服を纏った40人のコミュニティ
サービス職員がトランシ…パー，花、急、処寵器具，
地図を携帯して地域を巡閉している.彼らは治安
維持のため，事件・事故，ホームレス対策につい
て警察と情報交換を行っている.また，観光者や
訪問者の情報提供・案内役としても従事している.
r Eyes and EarsJをスローガンに公共的監視を多
くすることにより犯罪の発生訪止に貢献している.
CCDは警備強化のためのパトカーの購入等に対
する資金援助も行っている.
ネットワークの構築:毎年，ダウンタウンとタ
ウンセンターの活性化を目的とした10カ菌約600
の関係団体が加盟している IDAによる年次会議
において活発な情報交換が行われている.
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図-5 CCDと外部組織とのパートナーシップ
6.おわりに
CCDをはじめとする BIDの事例から，日本に
おける TMO組織運営への示唆を列挙する.
先ずは「投資効果が明確化した地域自治組織で
ある」ことを社会に認知，理解してもらう必要が
ある.市全体の公平性を重んじる行政側ではでき
ない特定地域の活性化は，その地域の居住価値，
ピジネス価値を高め，地域の発展と資産所有者の
利益をもたらす.そのためには商庖街のみならず¥
銀行，地元有力企業，交通関連会社の協力を得な
ければならない.TMOの運営にはある程度の財
漉や人材が必要であり，既存の商庖街だけですべ
てを負担することは困難であろう.中心市街地全
体を包括した計画を実施する上でも，都市計画税
のような目的税の利用や，より多くの企業の支譲
が必要で、ある.
次に「地域独自のデータ・情報を収集・分析す
る能力を持つjことである.アンケート調査や地
理情報システム (GIS) による分析等を TMOが
自ら行える環境を整えることは，その社会的存在
価値を高める上で不可欠である.民間コンサルタ
ント等ではできない単発ではなく継続的な調査・
研究は，地域の特色を反映させる上で重要で、ある.
また，地域研究に関して市行政側との公式・非公
式の協力体制を確立する必要がある.市行政側と
しても TMOを活用することは，調査・研究に関
する経費を削減でき，事業の効率化を図る上でも
有効で、あると考えられる.
さらに fTMOを魅力ある就職先として確立す
るjことである.インターンシップや共同研究等
で地元大学との関係を深め，将来の就職先として
の魅力を高める.学生にとってインターンシップ
は実際に仕事を経験する貴重な機会であり， TMO
にとっては将来の人材確保・人件費節減という点
から有益で、ある.アメリカでは都市計画専攻者の
多くがNPOに就職しており， TMOは地元の雇用
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創出機関という点でも大きな可能性を秘めている.
大学との連携によりその知的財産を共有すること
は大きなメリットである.
本稿は主にフイラデルフイア市の CCDの事例
について検討してきたが，その戦略は TMOの運
に多くの示唆を与えるものである.特に留意す
べき点は， f中心市街地の活性化jは「商届街の
活性化」だけではないということである.中心市
街地の将来像を，その使い方を総合的に検討し，
ハード面よりもソフト面での公共サーピスを補完
する役割を担うことが重要であろう.財源及び人
材確保を多様化させるためにも，このような社会
的認識が必要ではないだろうか.
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補注
(1)より人自・予算規模の大きな団体の回答率
が高かったため，調査結果は全加盟団体の値より
も高い方へ偏向している可能性がある.
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